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国際経営戦略と経済連携

一企業環境とTPPの一考察一
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要旨

日本政府はTPP (アジア太平洋戦略的経済連携協定)への参加を検討し､今後の通商

システムの中心にすべく国内の意見調整を図っている｡ 諸外国との円滑な自由貿易体制実

現のためにも､早急な意見表明とルールづくり-の参加が必要である｡日本企業の国際事

業展開においては､長引く不況の影響を受けながらも､円高を回避すべ く海外移転が加速

している｡ 一方､アジア太平洋地域の新興工業国では､相互にFTAや EPAを締結し､

着々と貿易実績を上げている｡企業にあっては成長市場-の参入を円滑にするために､自

社の部品や部材を国際調達する仕組みを構築し､高品質､低価格で短納期な製品調達体制

をつくって現在の企業環境に対応している｡ 日本経済の速やかな回復のためにも､アジア

地域が単一市場のように機能するよう､通商の仕組みを整えていく必要がある｡

キーワー ド :TPP､経済摩擦､国際経営戦略､国際調達､アジア新興工業国

1.はじめに

2010年11月､日本で15年ぶ りになるAPEC

(アジア太平洋経済協力)1が横浜で開催 され

た｡日本政府は2009年9月の民主党政権成立後､

初の大きな国際会議を主催した｡懸念された会

議中の治安維持では万全の態勢で終始したもの

の､会議の主たる議題である日本と諸外国との

国際政治上の関係改善や経済連携等の成果にお

いては､多 くの課題が残ることになった｡現在

世界にはいくつもの経済統合や経済グループが

存在する｡ 参加国のそれぞれが国益を考え､相

互に利益を生み出せるような国々との連携を模

索して離合集散しながら経済統合を提唱し､経

済グループの設立を提案している｡

ヨーロッパでは27カ国によるEU (欧州連

令)2があ り､北米ではNAFTA (北米 自由貿

易協定)3が存在 している｡ これらの経済統合

は､それぞれに設立の経緯や発展過程が大きく

異なっている｡ 資本主義陣営対社会主義陣営と

いうかつての東西緊張関係の中で､西側 ヨー

ロッパ各国はいち早い戦後復興を目指して協力

体制をつくった｡経済復興という目標を掲げた

EEC (ヨーロッパ経済共同体)の流れをくみ､

現在の欧州統合-の機運ができた｡その後のソ

連崩壊､東西 ドイツ統一などの大きな変化を受

け､ヨーロッパ各国の利害が錯綜する中で今日

の姿を形成するに至っている｡2010年春のギリ

シャ経済危機を勘案すると､ギリシャ救済に何

らかの対策を立てなければならないという認識

は共有するものの､その手段に関しては各国が

同床異夢であるといわざるを得 ない｡一方

11989年に発足し､現在は21カ国 ･地域で構成されている｡

2 1993年マース トリヒト条約の発効により設立し､2011年 1月で27カ国が加盟｡

3 1994年に発効し､アメリカ､カナダ､メキシコの3カ国で設立｡
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NAFTAは､北米におけるアメリカを中心 と

する大きな経済単位の中で､モノの移動に関す

る国境を事実上撤廃し､経済の実態に即した単

一市場を形成することに成功した｡しかしアメ

リカ国内では､モノの移動に関する効果は享受

しつつも､メキシコからの移民の流入というヒ

トの移動については､オバマ大統領の寛容な政

策に対して､保守派からの根強い批判が現在で

もある｡ これらの二大経済統合においても､複

雑な歴史的背景と経済の実情のなかで､新たな

政治経済状況に対応しているというのが実態で

ある｡

本稿では､この数年機運が高まってきた TPP

(環太平洋戦略的経済連携協定)4について､企

業の国際経営戦略と国内経済との整合性を企業

環境の視点から考察していく｡

2.国際経済政策と経済摩擦

1980年代以降､各国は国益を確保するために､

相互に利益が生じるような相手国との経済協定

締結や経済グループの形成を図ってきた｡天然

資源ばかりでなくヒト､モノ､カネなどの経営

資源を有利に活用するためのこのような動き

は､2008年 9月の世界的な経済危機5を境に急

速に進んできた｡自国の経済を活性化させ､国

内企業に有利な条件整備をするために､関税の

減免や規制の緩和をはかることが FTA(自由

貿易協定)等の交渉の主なねらいになっている｡

各国政府は従∴采から相互補完的な貿易相手国

と､平等互恵の原則の下での二国間協定を進め

てきた｡政府は自国の産業界の意向を受け､比

較優位な産業をさらに有利に､劣位な産業をで

きるだけ保護すべく交渉を進めるのが常であっ

た｡シンガポールのように国土が狭 く､諸外国

との良好な通商関係なしでは存立できない国

は､他国に先駆けて積極的に協定締結を進めて

きた｡しかし一般的に国内で多様な産業構造を

持つ国において､経済協定の締結は国内産業相

互間の利害調整が重要な課題になる｡

日本経済を考えてみると､1980年代から製造

業での輸出意欲はますます強くなり､製品の品

質､信頼性､さらに生産性が向上して世界市場

における製品の競争力を増してきた6｡日本企

業のものづくりが世界で評価されるということ

は､輸出相手国にとっては自国の当該産業-の

脅威以外の何物でもなかった｡1980年代の日米

貿易不均衡に代表される通商摩擦は､1960年代

からの個別分野ごとの不均衡に端を発した積年

の諸問題が､国家間の通商問題として顕在化し

た事例であった｡

日本経済が第二次世界大戦後の混乱期から占

領期を経て､朝鮮戦争を境に成長軌道をとって

きたことはまさに奇跡といっても過言ではな

い｡戦後の各内閣がさまざまな分野に視点を置

いた経済計画を提示し､経済界もそれに呼応す

る形で投資が投資を呼ぶ好循環を展開した｡各

経済計画のなかでも､1960年池田内閣の国民所

得倍増計画は､当初の10年計画を3年も早 く加

速達成するほどの成果を上げた｡当時の世界経

済も高成長を示していたが､それに倍する勢い

での日本経済の高度成長には目を見張るものが

あった｡1964年は日本にとって記念すべき年に

なった｡それは高度成長の軌跡の中で､日本は

IMF (国際通貨基金)の先進国条項が適応され

る8条国に移行 し､さらに OECD (経済協力

開発機構)に加盟して文字通り先進国の仲間入

りを果たした｡この段階で戦後第一次の本格的

な資本自由化政策が行われた｡先進国としての

日本は､相応の市場開放と国際貢献-の努力を

課せられた｡しかし農林水産業などの第一次産

業はもとより､当時の最先端産業であったコン

4 TPPは Trans-PacificPartnershipの略で､外務省では環太平洋パー トナーシップと訳している｡本稿では便宜上､

上記の意訳を用いる｡

5 リーマンブラザースの経営破綻に端を発した金融危機が世界経済に波及し､金融資本市場が従前の水準に回復する

のに約2年を要した｡

6 品質向上への企業努力については､田中則仁 (30)2010年､pp.3-4参照｡
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ビュータ産業なども､まだ国際競争力に欠ける

幼稚産業として保護の対象になった｡一方､技

術導入と企業努力により､1960年代の集中豪雨

的ともいわれた繊維製品の対米輸出､1970年代

からの日本製の鉄鋼製品やカラーテレビの米国

市場の席捲は､アメリカ経済にも少なからぬ影

響を与えた｡西側世界の盟主であるアメリカで

は､1963年からの長引くベ トナム戦争の影響と

国内の社会的不安が募 り､もはやかつてのおお

らかな超大国の余裕はなくなってきた｡2001年

9月11日の世界同時多発テロの標的になり崩壊

したニューヨークの世界貿易センタービルは､

日系人建築家ミノル ･ヤマサキの設計である｡

巨大な烏龍型の構造を支えた鋼材は品質の信頼

性から日本製品が使用されたが､長らく公表さ

れることはなかった｡その後も多 くの産業分野

で日本企業はその競争力に磨きをかけてきた｡

国際金融の根幹である外国為替政策の観点から

みてみよう｡日本政府による実質的な市場開放

の成果が見られるのは､為替取引に為銀主義を

残 した1980年の改正外為法7以降であり､為替

取引の完全自由化への転換は1998年の新改正外

為法8からである｡

1980年以降､日本政府とくに通産省 (当時)

は対米通商交渉に腐心してきた｡国内の自動車､

家電産業の旺盛な輸出競争力を伸ばしながら

も､その相対取引で狙上に上がる農産品の市場

開放要求への対応を農水省と調整することが急

務であった｡製造業の活力を維持するには､包

括交渉のなかでの農産品市場の譲歩は避けて通

れなかった｡結果的には牛肉とオレンジの輸入

自由化が実施され､国内での消費市場を拡大す

ることになった｡牛肉に関しては国産の高級品

とアメリカ産やオース トラリア産の輸入牛肉が

市場を分け合い､棲み分けがおこなわれている

といえよう｡食肉店の店頭ばかりかレス トラン

においても､高級店の看板になる国産ブランド

牛に対して､ファース トフードの牛井チェーン

店の食材を輸入牛肉が支えている｡消費者に

とっての自由とは､自分自身の選択肢を広げる

ことができることである｡牛肉の事例は､国内

畜産農家の努力が結実してブランドを確立し､

地域の名産になっているほどである｡このよう

な畜産農家の企業家精神こそが､事業の持続あ

る発展にとって重要なのである｡すなわち市場

開放を実施するか否かは､当該産業の国内生産

者にとっての死活問題という全か無かの二者択

一ではない｡製品の品質と価格帯などの要素に

より､事業領域の棲み分けを通じて､共存でき

る余地があることを示した好例といえよう｡

日本政府の農業政策の基本方針は､国民の食

の安心と安全の確保にある｡その点には誰も異

存はなかろうが､その方法には考慮の余地があ

るのではなかろうか｡その事例に相似している

のが､かつての日本政府の銀行行政であった｡

大蔵省 (当時)の銀行局は､預金という国民の

基本的な財産を絶対確実に保全することを使命

とした｡国民も銀行や金融機関に預けた預金は

決して無くならないと信じていた｡この仕組み

を維持するためにとられた銀行行政の基本方針

が､いわゆる護送船団方式であった｡都市銀行

から信用組合にいたるまで､およそ金融機関は

けっして倒産することがない絶対確実な国民の

財産を守る金庫として位置づけられた｡それら

各社は民間企業であるにもかかわらず､金融機

関に限っては倒産してはならないのであった｡

このため経営力の脆弱な中小金融機関の事業体

力に合わせて銀行行政が進められた｡預金利率

はどこの金融機関でも同一であり､ボーナス時

期に定期預金を獲得するための新聞広告の大き

さも同一､付帯サービスの違いや利便性だけで

選ばれる状態であった｡これでは創意工夫が生

まれるはずもなかった｡間接金融主体の資金調

達の仕組みの中で､経営力の旺盛な大手都市銀

行は常に十分な利益を計上することができた｡

本来ならその分を預金者への利息上乗せや､あ

7 1980年12月の外国為替及び外国貿易管理法 (改正外為法)による原則自由化｡

8 1998年 4月の外国為替及び外国貿易法 (新改正外為法)から為銀主義が廃止され､管理の文字が削除されて､法人

と個人の為替取引が完全自由化された｡
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るいは融資を受ける法人や個人-の貸出金利引

き下げにできたであろう利益が､顧客に還元さ

れることはなかった｡そうであるからといって

中小金融機関の存在価値が無いなどということ

では全 くない｡地方都市で地場企業と共に地域

経済を活性化するために取 り組んでいる真剣な

金融機関や行員は多いであろう｡ 一番問題で

あったのは大蔵省の姿勢､すなわち監督官庁と

しての職務権限を守ることが最大の命題であっ

たことである｡ 金融機関に向けて許認可権限を

振りかざし､護送船団方式を通じて競争を排除

し､それに従う代償として外見上の安全航行を

保証するという仕組みである｡ 日本経済が鎖国

状態の小国であればまだしも､すでに先進国と

して自他ともに認める国力を持つにいたったか

らには､もはや都合の良い善い所取 りは通用し

ないのである｡1980年の改正外為法以降､世界

の金融資本市場では競争概念が導入され､いわ

ゆる金融ビッグバンが各国で実施された｡日本

が先進国としての金融資本市場を維持するに

は､もはや閉鎖的で排他的な金融行政は通用し

なくなっていた｡これ以上､銀行､証券､保険

といった金融行政を保守的に維持すれば､東京

市場は世界の金融資本市場からは完全に無視さ

れる寸前までいったのが1998年の新改正外為法

の施行前夜であった｡

歴史的な政権交代を経た民主党の日本政府

が､2010年6月に閣議決定した ｢新成長戦略｣

には見るべき要素が多い｡さまざまな分野にお

ける､平成の開国と称する諸施策が盛り込まれ

ている｡しかしながらTPPに関しては､開国

派と鎖国派の対立構造がますます先鋭になって

いる｡ かつての牛肉にみられる創意工夫によっ

て､農業の活力を維持することこそ本来の農政

のあるべき姿ではでなかろうか｡少なくとも開

国あるいは鎖国という二元論的な議論に終始す

るのではなく､自立した農業をどのように確立

するかという方法論を考えるような､基本方針

の転換をする必要がある｡ 農政の基本方針は､

かつての銀行行政にみられるような護送船団方

式から脱却しなければならない｡この数年､成
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長著しい中国の大都市では､日本産の農産品や

マグロなどが日本国内よりも高い価格で取引さ

れている｡2010年12月クリスマス商戦の中国上

海で､日本で1個500円程度の紅玉林檎が､140

中国元 (約1,600円)で販売され､しかも完売に

なる様子が報道されていた｡これは決して中国

全土の状況を代表しているものでもなかろうし､

一部の大都市のごく少数の消費者のまさにバブ

ル的な状況であることは差し引いて考えなけれ

ばならない｡しかし優良な農産品であれば､十

分な輸出競争力があることの証左にはなろう｡

3.経済グループの形成

現在各国は､自国の貿易利益を最大限確保す

るために､さまざま経済グループの形成を目論

んでいる｡ 自国にないものや足 りないものを有

利な条件で確保し､相手国との通商関係を築い

て相互の利益になるような関係を構築すること

は通商交渉の基本である｡ 実際に､交渉しやす

い二国間協定においては､締結発効後の貿易は

多 くの場合で伸長している｡ 各国それぞれに､

自国内の保守派や保護すべき伝統産業や幼稚産

業はあろう｡ 自由貿易協定の締結により､外国

産の製品や資源が輸入されれば､国内産業への

打撃は少なくないはずである｡ しかし国内経済

全体を見渡し､国民一人ひとりの利益が増大す

るのであれば､小異を捨てて大同に付 くことが

必要になる｡ 政府の立場としては､市場開放に

よって打撃を受ける産業や企業あるいは業者に

対して､単純に補助金を交付したりするのでは

なく､事業の高度化や自動化を進めて競争力を

高める仕組みを作るべきであろう｡さまざまな

角度から考えても､同一製品での競争力が維持

できないのであれば､その時は業態転換などの

指導や措置を図ることが先決である｡いたずら

に高率の関税を付加したり､輸入制限措置を発

動して輸入を押し止めようとすれば､当該産業

の競争力をむしろ弱めてしまい､消費者に選好

の機会を失わせることになる｡ 前述の牛肉市場

開放の例で明らかなように､食肉業者間の棲み



分けと競争がなされることで､消費者の選択の

幅が広がり､自由貿易による利益が増大するの

である｡農業関係者には TPp-の不安と不満

が多いことは想像できる｡しかし日本の農業は

それほど脆弱ではないはずである｡ 農業を主要

産業とする道県では､関税が撤廃された場合の

最悪のシナリオを措き､日本の農業が壊滅する

シナリオを示している｡また前述の日本産紅玉

林檎の人気だけでなく､品質の高い日本産米は

海外でも輸出するという手応えを感じている農

家がある9｡日本人消費者はコメに関しては特

に味や産地にこだわり､吟味して選んでいる｡

決して価格だけが選好基準ではない｡現行で精

米への関税率778%､玄米での568%はいかにも

禁止的な税率といわざるを得ない｡TPPに加

盟しているチリは､小麦､砂糖､乳製品などに

10年から12年の猶予期間を設けている｡加盟即

時に関税撤廃ではない｡意欲ある農家が競争力

を強化していくには十分な期間であるといえよ

う｡ このような具体的な道筋を含めた農業政策

の基本方針こそ､政府がいま提示すべき時であ

る｡2010年度の民主党政策で､農家への戸別所

得補償政策が実施されているが､この政策が日

本の農業の将来を見据えた産業としての農業の

高度化や､競争力の強化につながらないことは

明らかである｡2009年秋の衆議院総選挙におけ

るマニフェス トでの得票維持のための単純な補

償のばらまき政策ではなく､中長期的な観点か

らの農業政策の方針を明示することが､日本の

農業における閉塞感を打破することにつなが

る｡日本の農家の一戸当たり耕作面積が約1.9

ヘクタールと小規模であり､さらに農業従事者

の平均年齢が65歳という厳しい現状がある｡ 政

治の果たす役割は､現状の追認ではなく､長期

を見据えた方向性をビジョンとして示し､意欲

ある農業事業家の背中を後押 しすることであ

る｡かつての銀行行政のように､経営体力の弱

い金融機関をただ保護するだけの行政的対応で

は､決して預金者の保護にならなかったことは

9 参考文献 (39)より｡

歴史が証明している｡日本の農業政策はもっと

現場での知恵を活かし､将来を見据えた方針で

なければならない｡

下記のグラフから､主要国の貿易動向を比較

すると､FTAや EPAを締結 した国との貿易

割合がかなり高くなっていることが明らかであ

る｡各国それぞれに国内事情を抱えてはいるが､

日本の通商交渉における対応の遅れはもはや周

回遅れの感がある｡中国が ASEAN (東南アジ

ア諸国連合)とのFTAでの関税引き下げから

1年を経て､2010年 1月から11月までの輸出額

は対前年比で34%増加した｡これは双方の関税

引き下げの効果によるもので､販売拠点の新増

設､生産拠点の新増設が相次いでいる｡対中貿

易の関税が引き下げられたのは､タイ､マレー

シア､インドネシアなどの主要6カ国であり､

全貿易品目の9割の関税が撤廃された効果であ

るといえよう｡さらにEPAにみられるより広

範囲な通商関係の構築は､ヒトの移動をも含め

て多岐にわたる経済関係の協力関係をつくるこ

とになる｡日本でもインドネシアやフィリピン

との EPAにもとづいて､2008年度から病院の

看護師候補の受け入れを大規模に始めた｡しか

し､3年以内で看護師の国家試験を日本語で合

格するという条件をクリアできたのは､来日し

た455人中3人と1%にも満たない状況であっ

た｡患者の生命を預かる職業であるだけに､安

易な受け入れが危険であることはいうまでもな

い｡それぞれの看護師候補者はその多 くが母国

で長年にわたり看護の現場で実績を積んでお

り､そのような人々が選ばれている｡例えば止

血個所を示せという設問に対して､人体の部位

を日本語による医学の専門用語で解答はできな

いが､図示であれば直ちに正確に示せる経験豊

富な看護師候補は､本来この制度が考えた日本

の医療現場に必要な人材である｡制度として精

査したとき､当初の目的から逸脱している部分

や検討し改良できる余地があるのではなかろう

か｡
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(荏 :発効国 ･署名済国の合計､EUは域外貿易､2010年各国資料より作成)

中国は2010年､IT家電や先端技術産業には

不可欠なレアアース (希土類)の事実上の輸出

規制を行ったことから､日米政府間には自由貿

易の相手としての中国-の懸念が広がった10｡

このような貿易秩序にかかわる各国の動きを少

しでも透明化させ､公平な仕組みにするために

も､多国間協議による経済グループの形成が必

要なのである｡

2011年初頭の段階で進捗している経済グルー

プの形成で､日本に最も関係が深いものとして､

10参考文献 (38)より｡
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改めて TPPについて考察してみよう｡現在､

アジア太平洋地域では､いくつかの経済グルー

プが設立されており､それぞれに加盟国を擁 し

ている｡ 全体像を鳥取したものが下記の図であ

る｡2006年ブルネイ､チリ､ニュージーランド､

シンガポールが始めた FTA交渉が P4といわ

れた｡2008年にアメリカがこれに参加を表明し､

オース トラリア､ペルー､ベ トナム､マレーシ

アを加えP9になり､現在の TPPの交渉参加

国の陣容に成長した｡



太平洋を囲む経済統合と経済グループ

EU(加盟27カ国) TPP(交渉参加の9カ国) NAFTA(3カ国) ASEAN(10カ国)

人口の合計 約5億人 約5億人 約4.5億人 約5.8億人

上記の図の下部にある各経済統合や経済グ

ループの規模をみると､一部に重複計算がある

ものの､非常に大規模な経済圏が形成されてい

ることが明らかである｡しかし日本に関しては､

これらの経済グループとはまだ一線を画してお

り､そもそも参加の検討にすら入っていなのが

現状である｡ この間に主要国は TPPの24分野

の枠組みや､制度の仕組みを議論し始めている｡

TPPは FTAで開始したものの､貿易､投資､

金融サービスから知的財産権の保護強化なども

含む包括的な内容を擁し､モノの関税は撤廃し､

例外を認めないという厳 しい条件での交渉をお

こなっている｡多国間協議にとって最も大切な

ことは､その枠組みをつ くるプロセスである｡

各国が自国の状況を踏まえながらも､今後の太

平洋地域の長期的な姿を鳥取したビジョンを措

いているのが2011年初頭の通商交渉である｡こ

の枠組みつ くりとルールつくりのプロセスこそ

が日本にとっての生命線であることを政府は認

(出所 日本経済新聞2010年11月13日より加筆作成)

識しなければならない｡

4.国際経営戦略と技術移転

2010年の年平均円相場は1ドル､87.75円で

あった｡これは1年間の毎営業日の終値を単純

平均した値である｡円相場の対 ドルレー ト最高

値は1995年の79.75円であったが､1995年の年

平均は94.05円であり､2009年の年平均93.06円

に次いで3番目の水準であった｡このことは単

純なレー トの比較にとどまらず､企業の国際経

営にとって大変重要な意味を持っている｡企業

経営者がもっとも憂慮するのは､為替レー トの

乱高下である｡ 円相場が高値と安値が頻繁に繰

り返され､大きく振幅する状況を経営者は最も

懸念する｡ それは企業の経営判断として､為替

動向を勘案しながら常にそれを相殺する手段を

逐次採らなければならないからである｡ それに

も関らず､為替が逆に触れることがあれば､前
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にとった手法が誤ってしまうばかりか企業への

悪影響を増幅し助長してしまうことになるから

である｡為替リスクを回避するには､輸出入決

済のためには為替の先物予約等の基本的な対処

手段がある｡しかし製造業においては生産拠点

の再配置や海外移転などは､そう短時間で簡単

には対処できないからである｡企業経営者に

とっては数年先まで見越した先見性が必要とさ

れるとはいうものの､現実に一年先の為替動向

すら見通すことは困難である｡輸出企業にとっ

て円高は為替差損による円による手取 りの減少

であるし､また輸入企業にとっては為替差益に

なる｡本来であれば､為替レートの影響は輸出

入を通 じて中立的である｡現実には各企業に

とって､輸入額と輸出額の決済額が同額で､完

全に相殺できる為替のマリーが成立しない限

り､何らかの為替リスクを発生させることにな

る｡2008年秋のリーマンショック以降､日本企

業は厳しい経済環境の中で､市場での生き残 り

をかけてその戦略を模索 してきた｡こうして

2010年の円相場が80円台に高止まりした結果､

企業は次の対策に着手することになった｡それ

が企業の国際経営戦略であり､具体的には海外

移転の加速である｡

企業はその製造工程で必要になる部品や部材

の多 くを､外部の協力企業から調達して製造し

ている｡かつては原材料を仕入れたら､それか

ら完成品にいたるまでの各段階を自社で内製化

し､製品に対する責任を全うすることが企業と

しての誇 りであった｡このような一貫生産体制

をとる企業は､生産の各局面での技術を開発し､

さらに磨きをかけて継承するということを心掛

けてきた｡製造業であれば生産工場の現場で長

年培ってきた職人芸的な経験とコツを､厳しく

後輩に伝えることで日本企業の製品の高品質と

信頼性が育まれてきた11｡メイド･イン･ジャ

パン-の信頼構築には戦後の初輸出から少なく

とも20年以上を要してきたのである12｡ しかし､

1980年代後半のバブル景気が終了し､長い不況

期に入ると国内需要が低迷し､ものづくりの現

場では大胆な見直しが行われた｡

日本企業はコス ト削減を大命題として､生産

体制の再構築に着手した｡企業が得意としてい

た一貫生産体制は､設備稼働率の向上が見込め

ない場合は､容赦なく切 り捨てられた｡その工

程で生産されていた部品や中間財は､関係する

協力企業に外部発注された｡当初は従来からの

グループ企業や関連企業に発注され､生産体制

や技術上の情報交換も綿密に行われていた｡こ

れに加えて円高の常態化は､日本企業に対して

さらなるコス ト削減を要求することになった｡

1990年代前半の円高では､国際事業展開してい

た企業が突きつけられた対応策は次の3点で

あった｡第一の策は､生産性の向上によるコス

ト削減で円高差損を補うこと｡第二の策は､為

替リスクを回避すべく海外直接投資を増強し､

海外現地生産に重点を移すこと｡そして第三の

策は､もはや価格競争力においてアジア諸国の

製品との差別化が図れずに生き残ることができ

ない場合､既存事業から撤退して新規事業への

転換を図ることであった｡

生産性の向上とはいっても､これまでも真剣

に取り組んできた企業ばかりである｡さらに乾

いた雑巾をまた絞るかのような取り組みには､

大変厳しいものがあった｡国際市場を相手にし

てきた大企業や中堅企業にとっては､海外事業

展開は自社の課題であった｡しかしこれら企業

に部品や部材を納入してきた中小企業にとって

は､海外直接投資は大問題であった｡家電や自

動車部品を扱う中小企業では､納入先企業一社

で売 り上げの過半あるいは殆んどを占める場合

が多かった｡これを中小企業のリスク管理が

なっていないと論破するのは容易であろうが､

現実の日本の産業構造における下請制度をみれ

ば､その実態を非難するのはいささか酷である｡

これら中小企業はさらに厳しい選択を迫られて

11参考文献 (18) ドラッカー ｢日本の経営から学ぶもの｣

12 品質-の誇りとこだわりがもたらした負の側面については､参考文献 (27)田中則仁 ｢企業のものづくり戦略一品

質-の一考察-｣2010年､に詳述してある｡
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きた｡それは大手納入先企業に追随して海外に

出るか､さもなければ受注がなくなり倒産を選

ぶかという最悪の二者択一であった｡

日本経済の低迷により､1990年代から海外市

場に活路を求めた日本企業にとっては､アジア

地域の新興工業国の成長企業との厳しい競争が

待ち受けていた｡これら新興市場では､日本企

業が得意とする製品の高品質だけでなく､低価

格､短納期の総合評価で市場競争が決まってき

た｡いくら品質が良くとも､価格が何割あるい

は2倍も高ければ､消費者は蒔跨する｡特に工

業製品の場合､いわゆる企業対企業の B2B

取引では､品質は良くて当たり前､納期は短く

て当然､さらに価格がどれだけ下げられるかが

交渉のポイントになってきている｡この傾向は

近年特に厳しくなっており､現状の日本企業の

日本製品では殆んど太刀打ちできないのであ

る｡ その背景にあるのが､日本企業が得意とし

てきた製造技術の海外移転である｡特に中国の

新興企業では､国際市場で競争優位に立つため

に､日本企業が培ってきた高度技術を真剣に取

り込もうとしている｡時あたかも戦後の第一次

ベビーブーム世代､いわゆる団塊の世代の大量

退職が2007年以降3年間ほど続いている｡製造

業で長年培った経験とノウハウを､退職後に改

めて中国やアジア諸国の若い世代に伝えるとい

う人々が多い｡中高年の技術者にとって､長年

勤めあげた日本企業への思いがないとはいえな

いであろう｡しかしそれ以上に自身が定年退職

あるいは50歳代でリス トラにあっていれば､糊

口を凌ぎ生活を安定させる必要もある｡また自

分を不要としてリス トラした企業への後悔など

はなかろう｡中国やタイでの次なる職場で､自

分の経験値を必要とする企業や若者に､身を

もって技術を伝えたいという言葉には重みがあ

る｡アジア新興国の成長企業は､このようにし

て日本の進んだ生産技術や先端技術を自家薬寵

中の物にしているのである｡アジアの新興企業

の製品が､日本や欧米の最先端品の次のレベル

であるというのは､1980年代の固定概念でしか

ない｡現実は先端技術分野の製品群は､アジア

新興国で生産され､日本始め世界の市場に届け

られている｡そしてアジア新興国は生産拠点と

してだけでなく､世界の新興市場としても大き

な購買力を持つにいたったことを知るべきであ

ろう｡

5.国際調達とTPP

アジア地域で事業展開する日本企業では､

TPPに呼応するかのように海外事業を加速さ

せている｡前述のように､年平均円相場が80円

台をつけた2010年の動きを受けて､企業の海外

事業-の取り組みと位置付けは､この数年さら

に勢いを増してきている｡日本国内の市場成長

率をはるかに上回るアジア各国の成長余力は､

市場を模索している企業には魅力的である｡ま

たこの2年間の円高の追い風は､国際企業環境

としてのアジア地域をより身近にしている｡

単に人口が多いだけでは市場たりえ得ない｡

市場とは人口と所得の掛け算､あるいは消費者

と購買力の積で考えなければならない｡1989年

に静岡を本拠とする国際流通グループヤオハン

が､中国の上海に大規模な店舗メガス トアを開

店した｡開店数日で百万人が訪れたと宣伝され

た｡その後ヤオハンは過剰な出店投資で倒産し

たが､これなどは着手が早すぎた事例であろう｡

人口が多くとも当時の上海では所得水準がまだ

十分でなく､開店者は多 くとも購買額は予想外

に少なく､売り上げは低迷したのである｡企業

の戦略行動には､スピードという迅速性だけで

なく､タイミングを計り見極めるという適宜性

という時間要素が必要な好例である｡

2009年以降の日本企業の国際経営戦略におい

ては､産業素材や資源の調達､製造工程を中国

やアジア地域に海外移転していることが特徴で

ある｡IT家電では韓国企業が積極的にアジア

地域での海外生産をすでに展開している｡半導

体や携帯電話市場では､製品価格が生鮮農産品

のように変動する｡数年先を見越した積極的な

大型投資では､オーナー経営者やその二世経営

者の挑戦的な政策に､日本企業の慎重な経営体
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質では､とても対応できていない｡1997年のア

ジア経済危機は､韓国にとって大きな打撃では

あったが､財閥家企業の世代交代を促し､サム

ソンや LGなどが世界の市場で活躍している｡

国際競争市場では､高品質､低価格そして短

納期の三点が揃わなければ対応できないことは

既に述べたとおりである｡ これを実現するため

に､日本企業のみならず韓国あるいはアジア新

興国の成長企業がとっているのが､積極的な国

際調達戦略である｡アジア域内の各国で自社が

調達する部品や部材をすでに目星を付けてお

く｡そのうえで為替レー トをリアルタイムで反

映しながら､生産拠点への納入が トータルで最

も早く安 くできる納入企業に発注するという仕

組みである｡この国際調達本部をシンガポール

に置くと､既に精査してあるアジア全域の部品

会社の中から､当日の為替レー トをクロスさせ､

物流コス トも含めて最も有利な条件の企業に生

産を依頼し､タイなどにある組み立て拠点に送

り､そこで完成品にして第三国市場-と輸出す

るのである｡この例で明らかなように､国際事

業展開する企業にとっては､国家間の国境はも

はやないのも同然である｡ 国際調達のプログラ

ムには､依然として輸出税や輸入税あるいはそ

の他の手数料等が算入され､そのうえで最適な

調達計画がたてられている｡ しかしこのアジア

太平洋地域に､TPPが目指す24分野にわたる

広範な FTAの仕組みが導入されれば､モノの

移動には国境がなくなるのである｡ このような

単一市場が実現した場合､工業製品の製造では

日本の製造業の空洞化がまた懸念されることで

あろう｡20年ほど前の1990年代､日本企業によ

る海外移転が活発に行われた時期にも､今回の

ような産業における雇用と生産工程の空洞化論

が議論された｡日本の産業界では､その後情報

通信の分野が発展 し､いわゆるITインフラの

整備や企業の努力により､製造業の生産工程の

海外移転は進んだものの､当時は雇用機会喪失

といった大きな危機は回避された｡その点では､

2008年秋からのリーマンショック後の景気低迷

による派遣労働者の契約解除いわゆる派遣切 り
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のほうが深刻である｡

2009年からの円高局面においては､日本企業

もますます海外移転を活発化させて為替リスク

-の対応をしている｡アジア太平洋地域が大き

く変化しようとしている時に､日本が TPPに

乗 り遅れると､単なる周回遅れの誹 りだけでな

く､産業界にとって大きな損失になるであろう｡

日本企業の国際調達本部といえども､企業がで

きる努力には限界がある｡このたびの TPPで

風上に上がる分野には､従来は非競争的な分野

とされていたものがある｡ 通商交渉の過程で､

日本の産業界に求められているのは､競争力を

もった産業や企業と､保護主義のもとで守られ

てきた非競争企業との大きな構造改革のうねり

にどのように対処するかという舵取 りである｡

国際競争力を持つ日本企業には､自社の利益極

大化だけでなく､現地調達率を高め､アジア太

平洋地域の地場企業の育成にさらに取り組んで

欲しい｡部品や製品の調達のみならず､雇用機

会を創出し人材を育成してこその企業の現地化

である｡また日本国内の非競争的産業の場合は､

この TPPを千載一遇の機会と捉えて､構造変

革を推し進めることが必要である｡日本の農業

をただ単に保護すれば､今後も守 り続けて永続

できるとは思えない｡かりにTPPがなかった

としても､日本の農業においては抜本的な構造

変革と基本方針の提示が必要である｡少なくと

も農業団体に対して､単なる選挙の集票機能だ

けを期待し､そのための保護主義政策というこ

とでは､意欲ある農業事業家の支持は得られな

い｡日本の食糧自給率を向上させ､食料を含め

た総合安全保障という観点からも､今回の TPP

には早く参加を表明し､論議に加わることが何

よりも大切である｡産業界や農業界からも､意

欲的で企業家精神に富んだ事業家が､少しでも

多 く輩出されるような素地を用意することが日

本のみならずアジア太平洋地域の活性化につな

がることであろう｡ 日本政府の明確などジョン

の提示と､迅速な対応が今こそ望まれている｡
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